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研究成果の概要（和文）：本研究プロジェクトの主たる目的は、都市における安心安全を確保す

るために効果的な自治体の組織運営と施策は、どのようにあるべきか、明らかにすることであ

る。この目的を達するため、三度にわたる大規模なアンケート調査を実施した。この結果、自

然災害への対応については自治体に対する期待が高いものの、自治体組織内部での人事異動が

短期間で行われるなど、地域の特性に応じた施策を実施するうえでいくつかの課題があること

が明らかになった。 

 
研究成果の概要（英文）：The goal of this study was to explore the mechanisms involved in the 

local governance of urban security and safety. Three questionnaire surveys were conducted. 

As results of those surveys, the following facts were revealed. There are high expectations 

for municipalities to make sufficient responses to natural disasters. By contrast, local 
public office has insufficient capacity for the crisis management, because of frequent 
personnel changes and so on. As described above, a variety of issues and problems were 
recognized. 
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１．研究開始当初の背景 

災害発生時に、行政の救援が十分に行きわ
たらなかった地域において、被害が軽微であ
った場合には、その地域がもともと危機管理
対応に対する“地域力”を有していることが
想定できる。都市部では、人口の過密、建築
物の密集などにより、災害時に大規模な被害
が生じやすい。それゆえ都市部における地域
力の維持、向上は喫緊の課題である。しかし、

国の内外を問わず、都市部におけるコミュニ
ティの地域力は低下傾向をたどっており、災
害弱者を支える受け皿として機能しなくな
りつつある。たとえば、1995 年にシカゴで
700 人、2003 年に欧州全土で 3 万 5 千人
以上の死者を出した強烈な熱波災害では、犠
牲者の大半が独身の高齢者であった。これら
の高齢者の多くは、孤独死というかたちで死
亡後数日から数週間後に発見されたことは、
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都市部における地域力および安心安全施策
の停滞が、先進国共通の課題であることを端
的に示している。なかでも地震、台風、津波
等、“災害大国”であるわが国の取り組みに
ついては、国際的に関心が高い。 

それにもかかわらず、これまで、都市住民
と行政（都市部の自治体）を対象とした全国
レベルでの総合的な分析の実施や、その対外
的な発信は実施されてこなかった。 

 

２．研究の目的 

本研究の全体構想における最終的な目標
は、次の三つである。①都市における安心安
全を確保するために効果的な自治体の組織
運営と施策は、どのようにあるべきか、②ま
た自治体が実施する安心安全施策の実効性
は、都市部の地域コミュニティの持つ“地域
力”との間に、どのような相関が存在するの
か、③都市住民の安心安全、都市の危機管理
能力を強化するために、住民、NPO、民間企
業といった各主体がどのように寄与できる
か、について明らかにすることにある。これ
らの目標を達成するため、本研究では、都市
住民と都市部の自治体の双方に対してウェ
ブと郵送による多段階のアンケート調査を
実施することにより、自治体が安心安全政策
を立案するにあたり、不可欠の要素となる
「高い地域力」の成立要件について明らかに
する。 
 

３．研究の方法 

２で示した問いにこたえるため、本研究で
は、都市住民と都市部の自治体の双方に対し
てウェブと郵送による多段階のアンケート
調査を実施した。各年度における詳細な方法
は次の通り。 
 第 1 年度である 2010 年度は、東京及び人
口 100 万人を越える政令市等の都市住民（東
京 23 区、札幌市、仙台市、千葉市、さいた
ま市、川崎市、横浜市、名古屋市、京都市、
大阪市、神戸市、福岡市）、5400 サンプルを
対象にウェブを通じて「都市住民の防災・危
機管理に関する意識調査」（地域力調査）を
実施した。この地域力調査では、①地域行事
への参加や、自治会、PTA などのコミュニテ
ィ活動などの地域活動への参加頻度といっ
た一般的なコミュニティの結束度について、
②また、個人レベルでの自己防衛手段をとっ
ている度合について、③さらに、基礎自治体
による安心安全施策や防災施策についての
関心度や認知度、防災訓練への参加頻度、自
治体職員との接触頻度など、自治体による安
心安全施策や自治体職員との接点等につい
て回答を求めた（2011 年 2 月 14 日～28 日実
施）。 
 第 2 年度にあたる 2011 年度は、特例市以上
の市と特別区の合計 123 団体を対象に「防

災・危機管理に関するアンケート調査」を実
施した。本アンケート調査は、首長を対象と
した「首長アンケート」と、防災・危機管理
業務を担当する部署を対象とした「担当課ア
ンケート」の２種類からなる。これをそれぞ
れ特例市（人口 20 万人以上の市）以上の市
と特別区（東京 23 区）の合計 123 団体に郵
送し、記入後に郵便で返送してもらうか、危
機管理研究センターＨＰから電子化された
様式をダウンロードしてもらい、電子メール
で返信する方式で実施した。「首長アンケー
ト」は 69 団体、「担当課アンケート」79 団体
から回答があり、回収率はそれぞれ 56.1％
（首長アンケート）と 64.2％（担当課アンケ
ート）であった。 
 最終年度にあたる 2012 年度は、東京 23 区
及び人口 140 万人を越える政令市等の都市住
民（横浜市、大阪市、名古屋市、札幌市、神
戸市、京都市、福岡市）、3600 サンプルを対
象にウェブを通じて「都市住民の防災・危機
管理に関する意識調査」を実施した。この地
域力調査では、①地域行事への参加や、自治
会、PTA などのコミュニティ活動などの地域
活動への参加頻度といった一般的なコミュ
ニティの結束度について、②また、個人レベ
ルでの自己防衛手段をとっている度合につ
いて、③さらに、基礎自治体による安心安全
施策や防災施策についての関心度や認知度、
防災訓練への参加頻度、自治体職員との接触
頻度など、自治体による安心安全施策や自治
体職員との接点等について回答を求めた
（2013 年 2 月 14 日～19 日実施）。 
 
４．研究成果 
第１年度に実施した「都市住民の防災・危

機管理に関する意識調査」では、行政機関へ
の不信感が高まっている一方で、大規模災害
時においては民間企業等の団体よりも行政
機関に対する信頼度は相対的に高いこと、地
域の防災力の強化について基礎自治体が中
心となって進めていくべきと考える都市住
民が過半数を占めていることなどが明らか
になった（図１）。 
 
図１ Q15. 自然災害（大地震や水害など）
が発生したとき、誰が、どれくらい頼りにな
ると思いますか。（MA：2011 年 2 月実施） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 第 2 年度に実施した「防災・危機管理に関
するアンケート調査」では、首長の防災・危
機管理に対する認識、各自治体の防災・危機
管理体制と施策等を把握することができた
ほか、首長の防災・危機管理意識とその自治
体の施策との間での相関、さらに各地域の防
災地域力との相関等について検証すること
が可能となった。また、防災・危機管理担当
部局の規模や職員研修、在籍年数等について
も調査を行い、自治体においても、平均在籍
年数が 3年程度であることが示された（図２）。 
 
図２ 防災防災・危機管理施策を所管する部
局の職員の平均在籍年数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
なお、同アンケートでは、本研究実施中に

発生した東日本大震災への政府等の対応に
関し、本研究と関連する部分について調査を
実施したが、そこでは、震災対応と原発事故
対応について多くの首長は別個の事案であ
るとして、区別してとらえていること。およ
び、震災対応については初動対応を中心に相
対的に高い評価を与えているのに対し、原発
事故対応については、きわめてきびしい評価
を下していることが明らかになった。 
 第 3年度に実施した「都市住民の防災・危
機管理に関する意識調査」では、東日本大震
災発災前よりも、防災に関する行政機関への
依存感が低下している反面、とくに国の行政
機関に対する信頼感がやや高まっているこ
と、地域の防災力の強化について基礎自治体
が中心となって進めていくべきと考える都
市住民が依然過半数を占めていることなど
が明らかになった（図３）。 
以上の調査結果から明らかになったこと

の一つは、頻繁にいれかわる防災担当者のも
とで、いかに地域の特性に応じた防災施策を
実施するかということである。また、今後の
研究課題としては、地域の住民のニーズや提
案を受け入れつつ、行政がかかえる課題を住
民にも共有してもらうには、どのように制度
化をすすめるべきか、その条件となる要因を

明らかにしていくことなどが指摘できるで
あろう。 
 
図３ Q15. 自然災害（大地震や水害など）
が発生したとき、誰が、どれくらい頼りにな
ると思いますか。（MA：2013 年 2 月実施） 
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